



学 位授 与 番 号
学位授与の日付
学位授与の要件











教 授 鹿田 征二 教 授 佐々木 朗
















































に著明に低下した後,術後 1か月までは経時的に類似 した回復を示 したが,その後は
両筋でやや異なる回復の推移をとり,術後6か月においては岐筋優勢型へと変化して
いた｡回復の推移が異なる要因としては術筋における手術侵襲に差異があることが考
えられた｡
【考察】
ⅠVRO術後における下顎前突症患者の嘆合機能は,手術直後に著明に低下した後,各項
目でやや異なる推移をとりながら経時的に回復し,おおむね術後3か月までに術前と同等,
または上回るレベルまで到達した｡しかしながら術後6か月においても最大随意喫みしめ
時感圧面積および唆合荷重値,COF移動時間,前方および側方限界運動距離,嘆筋活動
櫨位の各検査値は対照群のレベルに及ばず,有意差を認めることがわかった｡また,一部
の患者において術後の強い早期接触が嘆合の安定化の障害となっている可能性が示唆さ
れた｡
これらの結果から,
1) 岨噂筋訓練を術後早期に取り入れることにより手術直後の岨噂筋の賦活化を図る｡
2) 骨癒合が進み,おおむね顎位が安定する術後 3か月以降に下顎の限界運動訓練を取り
入れることにより下顎の運動可動域の向上を図る｡
3)術後早期の校合安定が危倶される場合には,校合調整あるいは暫間的な修復 ･補綴処
置を考慮する必要がある｡
以上3点の修正が,より効果的なⅣROの術後プロトコールの確立に寄与すると思われる｡
学位論文審査結果の要旨
骨格性下顎前突症患者に対する顎嫡正手術として主に下顎枝垂直骨切り術 (IVRO)と下顎
枝矢状分割術 (SSRO)が用いられているが,骨片間を固定するSSROに比べ,骨片間を固定
しない Im Oでは安定したIrR合の頻得のために術後の顎運動訓練がより重要となる.顎運動
訓練期間を含む術後早期の期間は術後の回復において重要な期間であるが, IVRO術後に嘆
合機能がどのように推移し安定していくのかについては不明な点も多い.申請者は､IVROを
施行した骨格性下顎前突症患者20名に対して,術前から術後6か月までの期間における唆合
機能の経時的変化について検討し,以下の結果を得た.
① 患者群の唆合接触面積および唆合荷重値は術後 1か月で術前と有意差を認めないところ
まで回復し,術後3か月で術前を上回ったが,対照秤に対しては術後6か月においても
有意に低値であった｡
② 患者群の唆合圧重心 (COF)移動時間は術後1か月で術前と有意差を静めないところまで
回復し,その後もさらに対照群に近づいたが,対照群に対しては術後6か月においても有
意に低値であった｡対照群には及ばないものの術後3か月で唆合はおおむね安定した｡
③ 測定時間内である3秒以内にCOFの安定を誰めなかった2例においては術後に強い早期
接触を認め,唆合の安定化の障害となっている可能性が示唆された｡
④ 自力最大開口距離はおおむね良好な回復を示し,術後3か月で40mmを上回り,術後6か
月では対照群とほぼ等しくなった｡
⑤ 下顎の前方限界運動距離は術後 3か月においても術前に対して有意に低値であった｡術
後 6か月では術前と有意差を謬めなかったが,対照群に対して有意に低値であり,回復
が遅い傾向にあった｡
⑥ 下顎の側方限界運軌距離は術後3か月で術前と有意差を絡めないところまで回復したが,
対照群に対しては術後6か月においても有意に低値であった｡
⑦ 患者群の術前における岨噂筋活動電位は側頭筋優勢型であった｡両筋ともに手術直後に
著明に低下した後,両筋でやや異なる回復の推移をとり,術後 6か月においては唆筋優
勢型-と変化していた.側頭筋に比べ,唆筋活動奄位は回復が遅い傾向を認めた｡
本研究結果より,ⅠVRO術後における嘆合機能の経時的変化の実態が明らかにな
った｡また,術後の顎運動訓練において,攻筋の賦活化のため岨堺筋の機能訓練を
術後早期より,下顎の運動可動域の向上のため下顎の限界運動訓練を術後3か月以
降に導入することが重要であると患われた｡本研究結果は,効果的なⅠVRO術後に
おける顎運動訓練プロトコールを確立する上で有用な知見と考えられるDよって,
審査委員会は本倫文に博士 (歯学)の学位論文としての価値を認める｡
